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令和５年度　基本評価調書 ICT教育推進課

ICTの活用推進 1105

北海道の未来を拓く人材の育成 3(2)A

北海道教育推進計画　北海道総合教育大綱

概ね順調

関連重点
戦略計画等

知事公約　北海道創生総合戦略　北海道Society5.0推進計画

（ICTを活用した学びの充実）
・時代の変化などに対応する教育の推進に向け、ICTの日常的な活用や教科の学びを深め、教科の学びの本
　質に迫るためのICT活用に関する研修会や協議会の実施により学校を支援
（ICT活用指導力向上の推進）
・時代の変化などに対応する教育の推進に向け、オンデマンド研修及び校内研修プログラム等のコンテンツ
　の充実による教員のニーズに応じたICT活用指導力向上の推進
（ICT活用の支援の強化）
・ICT機器やネットワーク維持管理のトラブル対応を行う「サポートデスク」や日常的な授業支援等を行う
　国のGIGAスクール運営支援センター整備事業を活用した支援強化
・授業におけるICT活用及びオンライン学習に関する取組事例や学習コンテンツの情報を掲載した広報誌や
　ポータルサイト等による情報発信（ポストコロナ）

（ICTを活用した学びの充実）
・ICT活用を推進する指導者の養成を目的としたICT活用指導者養成研修（R5.5）を実施するとともに、各
　管内においてICT活用の状況や好事例を共有するコンソーシアム協議会を開催し、学校におけるICTの活
　用を推進し、学びの充実を図った。
（ICT活用指導力向上の推進）
・教員のニーズを踏まえた、クラウドサービスの基本的な操作方法に関するオンライン操作研修（R5.5～
　R5.7）の実施や講師派遣等による校内研修の支援により、ICT活用指導力の向上に関する取組の充実が図
　られた。
（ICT活用の支援の強化）
・「サポートデスク」への問い合わせ対応（R4.7～R5.7：385件）やGIGAスクール運営支援センター整備事
　業を活用した相談対応（R4.7～R5.6：2,213件）により学校を支援したほか、道立学校教育情報通信ネッ
　トワーク等維持・管理研修会を開催し、事務職員の研修による学校のICT管理体制等の強化を図った。
・ICTを活用した授業改善の取組や実践事例等をICT活用ポータルサイトで発信する（R4.7～R5.7：49回）
　ことにより、ポータルサイトの利用者が増加するなどの成果があった。
・国のリーディングDXスクールとして、小３校、中１校、高１校の指定を受け、５月に実施した全道協議
　会において、指定校の事業成果や好事例を周知することにより、各学校における取組の充実が図られ
　た。

ICT活用ポータルサイト https://www.dokyoi.pref.hokkaido.lg.jp/hk/ict/ict-portalsite.html

541,886千円 491,969千円 59,374千円

人口減少社会にあっても地域の教育水準の維持や、感染症や災害発生時における学びの確保のため、新学
習指導要領を踏まえたICTを活用した教育の推進に取り組む。

（ICTを活用した学びの充実）
・ICTを活用した学習スタイルが急速に進展し、身近なツールとして活用することで個別最適な学びと協働
　的な学びの実現が可能となったことから、ICTを日常的に活用するとともに、教科の学びを深める活用や
　教科の学びの本質に迫る活用の充実が必要である。
（ICT活用指導力向上の推進）
・教員によりICT活用指導力の状況に差があることから、ニーズに応じた効果的な活用に向け学校への支援
　が必要である。
（ICT活用の支援の強化）
・学校や地域によりICT環境や1人1台端末の活用状況が異なることから、ICT環境の管理・運用等に関する
　相談対応や1人1台端末の活用に関する学校への支援が必要である。



<指標分析>　⇒成果指標は、原則、取組項目ごとに１つ以上、全体で５つ以下とする

増加 ％ R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R9) 達成率 指標判定

目標値 － － 小76.0、中72.0 100.0

実績値 － 小69.9、中63.7 小76.6、中70.1

指標公表時期

増加 ％ R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R9) 達成率 指標判定

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 94.0 91.3 91.1

指標公表時期

増加 ％ R1年度 R2年度 R3年度 最終目標(R9) 達成率 指標判定

目標値 100.0 100.0 100.0 100.0

実績値 97.3 96.6 96.1

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

R3年度 R4年度 R5年度 最終目標(R7) 達成率 指標判定

目標値

実績値

指標公表時期

児童生徒一人一人に配備されたICT
機器を活用した授業が行われた学
校の割合

99.1% Ｂ

令和5年度 基本評価調書

指標名①

【3(2)A_1105】ICTの活用推進

ICT機器やネットワーク維持管理のトラブル対応を行う「サポートデスク」等の相談対応や、授業におけるICT活用に関す
る取組事例や学習コンテンツの情報発信により、全国平均（小：65.2％、中：62.6％）より高い水準にある。

指標名②

授業にICTを活用して指導すること
ができる教員の割合

91.1% Ｂ

毎年調査、8月頃公表 出典（根拠計画等） 全国学力・学習状況調査

分析（主な取組と成果）

設定理由

児童生徒が授業で１人１台端末を活用した状況を把握する指標であり、ICTを効果的に活用した授業の推進状
況の成果を測る指標として設定
【指標の補足】「児童生徒一人一人に配備されたPC・タブレットなどのICT機器を授業でどの程度活用した
か」という質問に対し、「ほぼ毎日」と回答した学校の割合

毎年調査、調査年の翌年10月公表 出典（根拠計画等） 学校における教育の情報化の実態等に関する調査

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

ICT活用に関する研修会や協議会の実施のほか、授業におけるICT活用に関する取組事例や学習コンテンツの情報を掲載し
た広報誌やポータルサイトの等による情報発信により、道（87.4％）は全国平均（86.0％）より高い水準にある。

指標名④

－ －

情報活用の基盤となる知識や態度
について指導することができる教
員の割合

96.1% Ｂ

分析（主な取組と成果）

設定理由

教員のICT活用指導力を把握する指標であり、ICT活用指導力向上の推進への課題の取組に関する成果を測る
指標として設定
【指標の補足】上位10県の平均を100％とし、ICTを活用した指導が「できる」及び「ややできる」と回答し
た教員の割合

設定理由

教員のICT活用指導力を把握する指標であり、ICT活用指導力向上の推進への課題の取組に関する成果を測る
指標として設定
【指標の補足】上位10県の平均を100％とし、情報活用の基盤となる知識や態度について指導「できる」及び
「ややできる」と回答した教員の割合

毎年調査、調査年の翌年10月公表 出典（根拠計画等） 学校における教育の情報化の実態等に関する調査

分析（主な取組と成果）

ICT活用に関する研修会や協議会の実施のほか、授業におけるICT活用に関する取組事例や学習コンテンツの情報を掲載し
た広報誌やポータルサイトの等による情報発信により、道（75.9％）は全国平均（75.3％）より高い水準にある。

指標名③

設定理由

設定理由

出典（根拠計画等）

分析（主な取組と成果）

指標名⑤

－ －



令和5年度 基本評価調書 【3(2)A_1105】ICTの活用推進

<取組分析（連携状況、緊急性・優先性）>

<取組分析（その他の統計数値等）>

a

統計数値等① 過年度①(R3) 過年度②(R4) 最新年度

北海道高等学校遠隔授業配信センターにお
ける配信授業数

62 71 95

連携状況

（課題）
・各市町村や学校におけるICT活用の取組について、情報を共有する体制が構築されておらず、市町村や学校が有
　する知見が十分に共有されていない。

（取組）
・各校種の教員が、域内のICT活用の状況や好事例を共有することを目的とした、コンソーシアム協議会を全管内で
開催し、ICT活用に関する課題及び解決策等について共有するなどして、各学校におけるICT活用の充実及び課題の
解消に役立てた。
・各管内の振興局や市町村の関係部局と、市町村教育委員会や教育局が学校のICT活用について情報共有を図る
　「管内（地域）学校ICT環境・活用等連絡会議」を開催し、全管内で各管内の課題や課題に対する意見を共有する
　などして、各管内の課題の解消に役立てた。
・GIGAスクール運営支援センター業務を企業に委託し、学校のICT活用を支援した（相談対応R4.7～R5.6：2,213件）。
・道とNTT東日本北海道との包括連携協定に基づき、「北海道ミライづくりフォーラム」の中で「教育ICTフォーラム」の
　開催に向けて準備を進めた（R5.11開催予定）。
・既存事業により札幌市内の道立学校を対象に巡回型ICT支援体制検証事業を開始した（R5.8開始）。
・全市町村が参画する北海道GIGAスクール推進協議会を開催（R5年度に３回実施 ※第１回はR5.5開催）し、広域連
携による意見交換・情報交換を通じ、市町村教育委員会によるICT活用教育のサポート体制強化に寄与した。

緊急性
優先性

（課題）
・地域や学校によって、端末の利活用状況に差が生じている。
・平常時における端末を持ち帰った学習の実施状況に課題が見られる。
・学校における十分な通信速度の確保や、家庭における通信環境の確保に課題が見られる。

（取組）
・端末利活用に課題を抱える地域や学校に対するプッシュ式のヒアリングや情報提供を行うなど重点的な支援
　を強化し、校内LANネットワークの接続状況が改善したほか、端末やネットワーク等の環境整備に関する学校の
　現状を把握することで、各学校の課題の解消に的確に対応した支援を行うことができた（R5：13校訪問）。

□ 成果指標で課題への対応を説明済

分析等

（分析等）

分析等

（分析等）
最新年度に向けて、教員配置数の増や配信教室数の増により、受信校からの配信希望に可能な限り対応した
ため

統計数値等② 過年度① 過年度② 最新年度

分析等

（分析等）

（課題）
現状では、北海道高等学校遠隔授業配信センターにおける教員の配置数や、法令上の受講者数の上限などにより、配信授
業数の拡大が難しい

（課題）

（課題）

統計数値等③ 過年度① 過年度② 最新年度
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<総合判定>

○

○

ａ

※ 成果指標の指標判定が「Ｄ」の指標

対応方針番号

①

②

③

<二次政策評価>

二次政策
評価

翌年度に
向けた

対応方針

内容

道内外の好事例を発信し、ICT活用に関する知見の共有を進めるとともに、校内研修を促進する
ことでそれぞれの学校が自律的に取組を進めることができるよう支援する。

ICTの活用に課題を抱えている学校や自治体に対し、活用促進や環境整備等に関する重点的な支
援を行う。

Ｂ

連 携 状 況

 （　　　－　　　）

指 標 判 定
総 合
判 定

概ね順調緊急性・優先性

その他の統計数値等



施策名 施策コード

うち
一般財源

本庁 出先
機関 人工計
対応
方針
番号

方向性

1004 一般
道立学校情報システムセキュリティ対
策費

学校が保有する個人情報の流出防止を図るため、道立学校情報
システムのセキュリティ強靱化を図る

ＩＣＴ教育推
進課

10,727 10,727 1.5 1.0 2.5 30,327 ②
改善（取組分

析）

1007 事務 学校でのＩＣＴ活用支援
ＩＣＴを効果的に活用した授業実践や端末活用の向上に向け、学
校を支援（道立高校のＢＹＯＤの導入推進を含む。）

ＩＣＴ教育推
進課

0 0 8.0 7.1 15.1 118,384 ①
改善（取組分

析）

1008 一般
情報システム推進費（教育情報通信
ネット）
※総合政策部予算

全道立学校を光ファイバで結ぶネットワークの運営やＧＩＧＡス
クール構想を推進する道立学校のネットワーク環境を常に活用し
た授業ができるよう保守体制を構築する

ＩＣＴ教育推
進課

440,680 440,680 1.0 0.5 1.5 452,440

1009 事務
GIGAスクール運営支援センター機能
強化事業費

学校のより安定的なICT活用の支援基盤の構築に向け、道立学
校や市町村におけるICT活用教育を支援

ＩＣＴ教育推
進課

20,519 10,260 1.0 0.5 1.5 32,279 ②
改善（取組分

析）

1010 一般
情報システム推進費（北海道公立学
校校務支援システム）
※総合政策部予算

道立学校の成績処理や出欠管理等の校務を効率的に処理する
システムに係る運用及びヘルプデスク等による支援

ＩＣＴ教育推
進課

69,960 69,960 1.0 0.0 1.0 77,800

0 541,886 531,627 12.5 9.1 21.6計

前年度からの
繰越事業費

（千円）

事業費
（千円）

執行体制
フル
コスト

（千円）

一次政策評価

二次政策評価意見

令和5年度　事務事業評価調書 ICTの活用推進 1105

整理番号 重複施策 経費区分 事務事業名 事務事業概要
課・局
室名


